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特別市制問題の沿革
? ? 信 樹
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　大都市の理事機関の問題は，市制制定当初に重いて，地方自治制度の焦点
のひとつであった。問題が錯綜した原因に，山県有朋のみならず明治の指導
者たちに共通の「東京ハ組重ノ下」であり他都市とは別格であるという信念
があった。その帝都問題とむすびついたが故に，大都市制度問題は政治的争
点となったのである。山県の脳裏にあった市長官選論は内閣において棄却さ
れ，1888（明治2！）年市制は市長間接公選論を採った。すなわち市制町村制
第50条の骨子は市長は有給吏員とする，任期は6年とし，内務大臣は市会に
候補者3名を推薦させ上奏裁可を請う，裁可を得ないときは再推薦をおこな
い，再推薦でもなお裁可されなけれぽ追て推薦させ，裁可を得る間，内務大
臣は臨時代理者を選任し又は市費で官吏を派遣して市長の職務を管掌させ
る，というものであった。
　その影響が「賛鍛ノ下」である東京にも及ぶかに見えたとき，元老院では
楠本・井田r建議書』が出て形勢は逆転し，官選市長を飛び越えて府知事が
市長職務を兼任するという極点に達した。1890（明治23）年3月23日に法律
第12号「市制中東京市，京都市，大阪市二特例ヲ設ク」が公布された。その
骨子は3市に市長および助役を置かず，市長の職務は府知事が，助役の職務
は書記官が代行する，三市の市参事会は府知事，書記官および名誉職参事会
によって組織する，三市においては収入役，書記を置かず，府庁の官吏が代
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行ずるというものであった。三市特例がこれである1これに対抗するに元老
院『意見書』の「一都府数分ノ議」はあまりに旧慣墨守的であった。
　ところで，特例制度下では山県らの意図に反して，市長の職務を行う知事
と市の議決機関である市会との意見が衝突し，行政訴訟に発展したばかりで
なく，1895（明治28）年12月10日，東京府知事の不信任を議決して解散を命
じられた市会が，同一問題のために翌年3月12日，わずか3ヵ月間に2度の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　けんこう解散を命じられるという事態を招いた。大都市は山県が懸念した「喧穏紛争
ノ衙」（『自治制制定顛末』）となりつつあったのである。なによりも，三市特
例は，地元市民の反発を招いた。かくて1898（明治31）年，松方内閣はつい
に廃止法案に同意，同案は両院を通過し，明治31年6月28日法律：第19号「明
治22年法律第12号ハ明治31年9月30日限リ之ヲ廃止ス」が公布され，一画市
制が三都市にも適用されるようになった。
　東京が帝都たることにもとづいて有する特殊性に着目して，そこに一般の
地方行政体制の特例を認めようといういみでの都制案がはじめて帝国議会に
提案されたのは第9議会（明治28・29年）のことであった。政府は東京都制
案を貴族院に提出したが，これは（1）東京市および東京府を廃止し，東京市の
区域を基礎とする地方団体として都を設け，東京府の残部の区域を基礎とす
る地方団体として武蔵縣を設ける，（2）都の首長は都長官（官吏）とする，（3）
その議決機関として都会を置き，その権限は市会に準ぜしめる，④また都参
事会を置き，市参事会（市の執行機関）に準じ，執行機関たらしめる，（5）都
は内務大臣が直接監督する，という内容であった。この案の狙いは，その命
数多く現れた都制案のそれと同じものであり，東京における府市の「二重行
政」を廃止することを主眼とした。しかし，この構想はあまりに官治的にす
ぎるとの反対論が強かったので，政府は貴族院の審議半ばにこれを撤回して
しまった。
　これを契機に，都制の問題は人々の関心を集め，明治30年代以降になると
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ほとんど毎年の貴衆両院において議員から各種の都制案が提出されるように
なった。有光金兵衛はこれを「第二期時代の特別市制運動」と称し，「明治
29年第9議会の政府提出の東京都制案に萌芽を発して明治43年第26議会に
渉って行われたる東京市のみの特別市制運動」と指摘している。これらの諸
案について注目に値することは，貴族院で提案された案は概ね都の首長は官
吏とし，都の議会の権限は制限列挙主義によることをその主な内容とし，民
選議会の犠牲において執行権を強化しようとするものであったのに対し，衆
議院で提案された翻案は概ね都の首長は公選にもとつく公吏とし，都の議会
の権限は概括例示主義によることをその主な内容とし，都の首長および都の
議会をそれぞれ一般の市長及び市会に準ぜしめようとするものであった，と
いうことである。
　それらの案は各々提出院においては多数の支援者をもち，貴族院案は貴族
院を，衆議院案は衆議院を通過しつつ，つねに他院で握り潰されるのを常と
した。つまり，東京について一般市制に対する何らかの特殊制度を設けよう
という意図においては露虫両院は一致していたのであるが，その特殊制度の
内容について両院の問に鋭い意見の対立が存したのである。この対立はその
後も引き続き存し，ことに都の首長の官選・公選の争いは最後まで都制論に
つきまとった。その争いにおいて貴族院側の意見はつねに政府の支持を得て
おり，衆議院側の意見はつねに東京市の支援を得ていた。
　このような状態がつづき，都制の問題が行き詰まったとき，明治44年市制
全文改正が行われた。それ以来，1919（大正8）年までこの種の法律案が議
会に現れることはなかった。1911（明治44）年市制全文改正は，特別市制を
めぐる市長公選主義と官選主義との衝突を封印して，さしあたり行政官僚制
の徹底という方向で問題を処理したものということができる。
　近代的な都市財政の行政権限の分配は有給専務職主義に立脚しなくてはな
らない。行政権限は次第に合議機関である市参事会の手を離れ，独任制の市
長に集中されるとともに，その理事機関を構成するにあたっては名誉職では
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なく有給専務職主義が尊重されるようになる。町村財政では1891年に14万
3000人の吏員が奉職しているが，そのうち10万1000人は無給の名誉職であ
り，有給吏員は4万2000人であった。これにたいして都市財政では2700人の
吏員中，名誉職はわずか700人であり，残りの2000人はすべて有給職である。
町村財政の場合1891年に14万3000人であった吏員は1930年には33万7000人
に，約2．35倍に増加したが，都市財政では1891年の2700人から1930年の4万
100人に，約14．8倍にも膨張している。とくに1910年代に有給吏員がいちじ
るしく増大している。戦前期の町村財政は無給の名誉職によって運営されて
いたのにたいして，都市財政は有給専務職の増大によって複雑化する都市行
政を処理したのである。
　そこで，いますこし，この市制全文改正の内容について具体的にみておこ
う。第1は市参事会を議決機関とし，市会の補充機関に位置づけるが，職務
権限は概括例示ではなくて制限列挙によって特定したことである（第67条）。
これにより，市参事：会は包括的な執行権限をうばわれ，たんに市会に委任を
受けた事項や市長が市会に提案する議案につき，意見を陳述する諮問機関に
すぎなくなった。第2に独任制の市長を「市ヲ統轄シ代表スル」執行機関と
し，概括例示主義によって市長権限を強化した（第87条）。第3に市長と議決
機関との権限の衝突を牽制ないし均衡させるために，市長の匡正権を明記し
た（第90条）。第4は水道・ガス・電灯・電気軌道といった市営事業を行政
事務から分離しつつ，その担当機関として有給専務職の市参与をおいたこと
である（第74条）。第5は市営事業収支を一般会計から「分離」するために特
別会計の設置が明記されたことである（第138条）。市営事業会計はこの改正
によって特別会計として形式的には独立したが，複式簿記にもとつく企業会
計ではなく，官庁会計方式で事実上一般会計と一体化された。
　要するに，市制全文改正は，一方では概括例示主義にもとづいて市長権限
を強化し，市を統括したり財産を管理したり賦課を徴収したり吏員を任免し
たりする権限を与え，他方では参事会の権限を縮小し，拒否権や匡正権を市
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長にあたえ，市参与を任命して行政事務と経営を分離したのである。この改
正は市会から互選された名誉職参事会の権限をうばい，市長に執行権限を専
有させることによって国の委任事務の遂行せしめ，地方自治を侵害するもの
であるとの見解がある。たしかに市長の権限は拡充されたが，市会との関係
でいえば，独任制ゆえに地位がきわめて不安定になったこともあきらかであ
る。むろん，そのために市長の匡正権なるものが導入されたが，その実効性
はきわめてとぼしいものであった。われわれは明治44年市制全文改正の基本
理念は都市財政の「事業団体」としての成長をさまたげる諸要因をとりのぞ
くこと，その恵めに旧法のプロイセン法模倣の色彩を薄め，一応の日本化を
ほどこすことにあったと考える。いいかえれば新法は行政官僚制を徹底して
都市財政の「公共的事業団体」化を経営組織面からうながす新機軸なのであ
る。
﹇
　東京市のみの問題であった特別市制は第1次大戦を画期に六大都市の問題
として議論されるようになり，その内容も消極的に「二重行政」の廃止を要
求するのではなく，大都市を行財政面で府県から分離し，府県と対立させ，
従来国の機関である府県知事に属した権限を公吏の市長に委譲し，警察権に
関しても衛生，交通等に関するものを市長に付与するという積極的な自治権
獲得運動に変容した。
　第！心仏戦後，都市計画事業が進展したが，大都市における衛生，建築，
消防，交通，保安などの規制権限を有するのは市長ではなく，府県知事及び
府県警察であり，東京府では警視庁であった。そこで，警察の権能を治安を
対象とした司法警察・特高警察と，規制を行う行政警察とに区分し，前者は
知事が扱い，行政警察だけを特別市の権限とすることが大都市側から見て喫
緊の課題となった。いまひとつ，大都市財政が逼迫する中で，市営事業の
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「収益主義的経営」の限界が認識され，六大都市から徴収する府県税を六大
都市以外の地域には配分しないで，六大都市の税とするという特別市制の財
政的側面がクローズアップされるようになった。
　特別市制の要求は大阪が最も熱心であったq東京市においては「東京都
制」が懸案であるため，この実現を要望し，単に二重監督を脱するに止まる
大阪市等の主張する特別市制にはむしろ冷淡であった。大阪市，横浜市，名
古屋市は隣接町村を編入して市域を拡張した。したがって制度の上において
も十分な活動力を獲得するために特別市制の要望においては切実なものが
あった。ところが特別市制を東京市に先んじて他の五大都市にまず実現する
ことは不可能であった。したがって特別市制は，まず東京都制が実現される
か，さもなくば東京市がそれに加入するかでなければ実現は困難であった。
大阪市などは頻りに東京市の加入を希望した。東京市においても都制問題が
行き詰まり到底実現の見込みがないことに鑑み，五大都市と同じ特別市制に
甘んじ，遷延していた市域拡張に着手したのは，昭和恐慌期をまたねばなら
なかった。
　1923（大正！2）年7月，加藤（友）内閣は臨時大都市制度調査会を設置
し，翌年4月同調査会は「東京市二関スル現行制度二付改正ヲ要スルモノア
リや改正ノ必要アリトセバ其ノ要綱如何」という諮問に対する答申要綱を決
議した。政府は右の答申を基礎として非公式に東京都制案を発表し，内務省
もまた臨時大都市調査会の答申を受け入れて「東京都妙案L「東京府廃止及
多摩縣設置二関スル法律案」，「東京都多摩雄組合法案」を立案した。この答
申の骨子は（1）都は都市計画区域による，（2）都長は官吏とし，警察権の一部を
画工に与える，（3）区長は公選とし，区税徴収権・起債権を与えるというもの
で，大都市側から見れば大幅に後退した内容であった。内務省は，官選遺勲
に対する大都市の拒絶反応の強さを認識した。
　ついで，第1次若槻内閣は第51議会に法案を上程することを言明し，
1926（大正15）年2月，199条からなる浩弱な内務省未定稿「東京都制案」を
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発表した。その骨子は（1）東京府の区域に東京都を置く［第1条コ，（2）その議決
機関として都会，市部会及び郡部会を置き，権限は概括例示主義による［第
10条，第62条］，（3）都の首長は都長官（官吏）とし都を統轄する［第104条］，
（4）都の経済は市部及び郡部に区分する［第123条〕，（5）都は内務大臣の直接監
督とする［156条コ，（6）区は法人とし，区会を設け，起債権・課税権を付与す
る，［第168条，第171条，第178条］というものであった。
　この案は，一：方で1923年，24年の内務省未定稿に示されていた都市計画区
域を東京府の区域に改めるとともに，他方では1921年の「区制案」に盛り込
まれていた区の自治権拡張を取り込むという特色をもち，これらの骨格部分
は第64議会（1933年）「東京都制案」の原型になった。東京府の区域に都制を
設けるということの意義は，残存区域を一つの県として独立させるという従
来の構想を断念したことにある。都制の区域を，東京市の区域から東京府に
改めたことは都制の制定をめぐる問題の性格を一変させることになった。都
の区域をどうするかという技術的な問題が，東京市が東京府から独立して都
計を公選とし，内部の区は行政区とするか，それとも東京府を区域にした都
制を設け，面長を官選にし，区を法人区とするという本質的対立に転化し
た。
　東京府や三多摩は東京市が主張する府から独立した都制の制定には強く反
対していた。それが市の区域か府の区域かという選択になったので，東京府
や残存部は，東京市の案に反対するだけでなく，むしろ積極的に府の区域に
都制を設けるという内務省案を支持するようになった。また区は東京市の主
張するような行政区説には反発していた。法人区にして区長を公選し課税権
をあたえるという内務省案がでてきたので，区は積極的に内務省の東京都制
案に賛成し，市と対立するようになった。こうして内務省未定稿「東京都制
案」　（1926年）をめぐって，東京市と府・三多摩・区との間に明確な亀裂が
生じることになった。それは特別市制運動に対する内務省の巻き返しが功を
奏しはじめた兆候でもあった。
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　1929（昭和4）年に成立した浜口内閣は，同年11月27日に大都市制度調査
会を設置し，「大都市二関スル現行制度織付改正ヲ要スルモノアリや改正ノ
要アリトセバ其ノ要綱如何」との諮問を行った。1931年1月31日，第二回総
会が開催され，六大市長は柴田大阪府知事案に賛同し，同案を中心に大都市
制度調査会の答申を立案すべきことを主張したが，市長側と府県知事側の意
見はまったく対立し，調査会は機能停止においこまれた。大都市制度調査会
における大都市と府県との対立は以下の諸点を中心に発生した。
　第1は，残存府県の財政的打撃であった。特別市制が標榜した「財政ノ独
立」とは具体的には「現行税制上大都市ノ有スル課税権二府県ノ有スル課税
権ヲ付与」し，「従来府県ノ有セシ起債縛目之ヲ大都市二付与」し，「従来府
県二交付シ来レル国庫ヨリノ下渡金補助金等ハ引続キ之ヲ大都市二交付スル
コト」（『市長意見書』）であった。ここから大都市のもつ豊富な担税力を奪わ
れることになる残存府県の打撃をいかに緩和するかが利害関係の焦点となっ
た。大都市側は「大都市力現行市域二於テ府県ヨリ分離スル場合其ノ残部府
県ハ面積，人口及財政上二於テハ優ニー府県ヲ維持スルニ足ル実力ヲ有ス」
と残存府県の財政的独立はかならずしも不可能ではないと主張したが，府県
側は「残部府県ヲ国庫シテ心土ト為スモ恰モ富人ヲ除キタル貧乏人ノ寄り合
ニシテ経済力貧弱ナル市町村ノミヲ以テ従来ノ施設経営ヲ継承セムトスルト
キハ到底縣民ノ負担二堪ヘス」（『府県知事意見書』）と述べ，財政上残存府県
の蒙る打撃は甚大であると反論した。
　残存郡蔀の反対がとくに強かったのは，神奈川県および東京府の三多摩地
方であった。徳川幕府の直轄地であり，廃藩置県の際に神奈川県に属するこ
とになった三多摩は，1893（明治26）年3月「法律第12号東京膏油神奈川県
境界変更＝関スル法律」以来，東京府の管轄下にあった。編入当時の東京府
知事の意見書にあるように三多摩は「（明治）一九年コレラ病流行二士シ神
奈川県下西多摩郡長関村引入ロノ上流二於テ排泄物ヲ放下シタリトノ急報二
三シ府下ハ素ヨリ御用水二万一ノ変ヲ恐レ」て，東京瓢飲用水路の保護・取
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締りという観点から編入された。このような沿革を有するがゆえに，三多摩
は「是が非デモ東京都二編入ヲ熱望シ三多摩ヲ一旗トセバ財政塞出モ実際上
ニモ不可，神奈川県トノ組合法案モ事実不可能トナシ，其ノ運動熾烈ニシテ
政治的二活動シ若シ区域外トスルトキ四大問題ヲ惹起セソトスル憂サへ生」
（東京府『都制二関スル調査資料』）じる気配であった。
　第2は，特別市内部の区の性格についてであった。これについては東京市
の区をもって都の区と為すことについては異論がなかったが，区の権限をど
の程度拡張するかについては二つの考え方が対立した。ひとつは，大都市の
内部に法人区を設置し，これに完全な自治権をあたえ，区長を公選とし，区
税を賦課し，区債を起こし，区営造物を設置すべしという分権論であった。
この分権論を採用したのが，逆説的ではあるが，都長官選の都制案であり，
府県知事も分権論を支持した。それは東京市は自治体としては大きすぎるの
で，市に相当する自治体として区を設置し，東京市自体は特別の制度すなわ
ち官選の都長を置くという考えであった。その噛矢となるのが1921（大正
10）年第44議会に原内閣が突如，提出した「区制案」であった。同案は区に
対しほとんど市と同様の自治権を認め，区長を公選し，区税徴収権を認めた
もので「区会方面を狂喜せしめた」（東京市役所『東京都制問題の沿革』）。
　これに対して六大都市市長は「大都市行政組織ノ単純化，大都市行政機能
の統合，負担ノ均衡等ノ必要＝鑑ミ尚従来ノ経験二徴シ寧ロ大都市行政上行
政区ヲ以テ法人区二勝ルトコロ頗ル多キヲ認ムル」（『六大都市市長意見書』）
という立場をとった。すなわち大都市の要求する特別市制は，区は市制第6
条による法人区とするが，その権限については従来通り，財産及び営造物に
関する事務と法令による区の事務を処理するのみにとどめ，区長も都長が任
命するという考えであった。それは学区制度に見られるように「所謂富裕区
と貧弱区との財力，負担能力の相違が都市の発達と共に愈々顕著となり，全
市的に見ると一般市民の平等に均話すべき利益が到底堪へ難き程度に不平
等」になりやすい。そこで特別市では行政の統一という観点から，内部に独
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欲した法人区を設けないで行政区的なものにしようとしたからであった。
　第3に，大都市と内務省・府県との利害が最も対立し，したがって特別市
制問題の最大の当路となったのは警察権ならびに都民選任問題であった。戦
前の地方行政の組織は各府県に地方長官を置き，国の官庁として総合的行政
を行なう建前であった。しかるに特別市制の眼目はたんに二重行政を撤廃す
るのみでなく，大都市内の国の地方行政をも其の市長に委譲しようとするも
のであった。そのため市長の選任が従来の地方長官と同様な任命制であるな
らば問題は簡単であるが．現行制度の市長のように市会の選挙となると，そ
の市長に国の官庁としての地方長官の権限を与えることは行政組織の根幹に
触れることになる。
　とくに「特別市制問題の中心となり最難関」となったのは警察権であっ
た。大都市の警察権は府県知事の権限に属しているので，市を府県から分離
するとすれば警察の権限を公吏としての市長に委譲できるかどうかが一番大
きな問題となった。たとえばr府縣知事意見書』の中において府県側は「警
察権ノ施行力市会二於ケル勢力関係ノ変動二七テ左右セラルル結果トナリ厳
正公平ナルヘキ警察力党派油色彩ヲ帯」る危険があると強く反対した。大都
市の利害を代表する大阪市長関一は警察権を司法警察と行政警察に区分した
うえで，衛生，交通，産業警察などの行政警察権の委譲ならば可能であると
反論した。特別市の首長を公選にするか官選にするかの対立も結局は警察権
をどうするかの問題であった。
?
　民政党浜口内閣が，大都市制度調査会の調査未了を口実に政府案提出を疇
歯したとき，東京市では「先ヅ市域接張ヲ断行シ之ヲ以テ同時二都制解決ノ
捷樫タラシメソトスルノ書策が再ビ虎頭スル」に至った。すなわち，「先ヅ市
域問題二着眼シ之ヲ解決スルハ側面ヨリ都制ヲ促進スルニ有効ナリトノ意
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見」が優勢となり，「従来ノ運動方針ヲー変シテ隣…接町村編入ヲ図ル」ことと
なった。その際，永田秀次郎市長は隣接18ケ町村を東京市に合併して「帝都
東京」を建設するという，比較的小規模な市域拡張を意図していた。ところ
が旧五宝の財政は市域拡張以前において，旧市域からの盗出人口の犠牲とな
り都市的施設を充実できないままに窮迫状態に陥っていた。そこで隣接五加
（82ケ町村）の町村は「熱烈二編入要望ノ運動ヲ起ス軸壁リ」，同年（1931
年）末には隣接五郡併合の機運は「最早動カスベカラザル」に至った。
　そこで，東京市の理事者は，都制実現の布石という錦旗を掲げて，区会及
び三多摩地方の不満を抑え，五郡八十二町村の大併合の断行と「東京都制」
実現をめざした。この戦略が奏功するには，東京市，三多摩，区会三者がい
だく東京都制がその精神において自治権を尊重したものであり，したがって
また官僚的な内務省案と対抗しうる一枚岩的なもりであることが事柄の性質
上もとめられた。だが，内務省未定稿「東京都制案」　（1926年）に対して，
三多摩は都制に編入されるという観点から，また区会は起債・課税権等をも
つ法人区であるという点から，これを支持し，都制実現の便法として暫定的
霊長官選はやむを得ないという現実的路線に傾斜していた。
　斉藤内閣は，第64議会において，東京市が隣接五郡八十二町村を合併した
ため「東京市ノ区域並二実質が非常二増大」し，「現在ノ如ク府市並存スル理
由が極悪テ乏シク」なったとして，321条から成る「東京都制案」を提出し
た。「東京都隣県」は8回にわたる委員会審議の後，！933年3月25日，衆議院
本会議に上程され，同院は議院法第25条にもとつく継続委員会設置動議を可
決したものの，山本内相が同意しなかったため，遂に審議未了に終わった。
法案審議の最：大の争点は，都窪選任方法をめぐる内務省の官選主義と東京市
の公選主義との衝突であった。政府見解を代表する山本達雄内務大臣の意見
は，公選の都長はあまりに市会に従属せしめられている，とりわけ従来の東
京市会と東京市長の関係がこの非難を裏書きするようにみえる，歴代の東京
市長はいずれも相当な人物である，それなのに満足に任期を勤め上げること
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のできた市長はほとんどいない，それは何故かといえば多くの場合市会に
よって退職を余儀なくされたからである，したがって執行機関を安定させる
には帝都の長として名望，地位すべての点において立派な人を官選し，親任
官の待遇をあたえるべきである，パリ，n一マ，ワシントンも都長官選であ
る，というものであった。
　これに対して，市側はつぎのように反論した。三多摩合併を認める犠牲を
忍んでも都長官選は阻止したいというのが市会議員の熱烈な要望である，と
いうのも東京市は！0年間悪戦苦闘して官選市長という特例を廃止した，しか
るに再び官選都長に戻すのは時代逆行である，かりに市会浄化が目的ならば
市長の市会解散権，選挙権拡張，婦人公民権が先決である，「セーヌ県」の知
事が「巴里市長」を兼ねるのは革命の予防のためであり，「羅馬」は「ムッソ
リニ」が出てきたために市長官選にしたのであって，模範にはならないとい
うのである。しかし内務省があえて官選都長説を掲げて政府案の上程を決意
したのは，官僚政治の産物であるというよりは，数十年来の東京の市政の実
際の歴史が生んだ落し子というべきであろう。日本の市制は都市自体の歴史
的産物ではな：く，官製的天下り的なものであった。つまり訓練されるにした
がって自治権を次第に拡大する方針であったのであり，政府は市町村の自治
活動を育成指導する後見人的役割をかって出た。
　だが東京市に関する限り，市長公選はこの試験に落第であった。他の五大
都市においても大阪市を例外にすれば大同小異であった。それは殆ど市会内
の政党勢力によって決定される，極めて「公」ならざる公選であった。これ
は実は市長の問題でなく，市会の質の問題であり，さらに市民の自治の訓練
の問題であるが，その根底にあるのは，日本において農村と対立し特権を有
し特許状によって法人格を認められた都市観念が歴史的に欠けていたという
事実である。この事情を清算するためには，市民が錯誤による混乱を幾度か
繰り返し，その弊に耐えないために自覚を呼び起こす，という過程をとるの
が自然な方法であるが，すでに自然に委ねる余裕も可能性もない，そこから
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懲罰的に官選説が起きたのである。五大市もまた，「先ず東京市の都制を実
現し順次他の都市に及ぼす」（安井英二内務省地方局長）という政府見解を
受けて，東京都制案の通過を最優先することに方針を転換し，法案通過の鍵
を握る館長選任問題で「暫定的官選」を認容して，「都長公選」に固執する東
京市と対立した。
　都制問題の膠着状態を打開するため，六大都市事務当局は，1936年12月，
『東京都制並幅大都市特別市制実施理由書』（以下r特認理由書』）を編纂し
て，六大都市聯合協議会に提出した。r特市理由書』は「二重行政」の弊害と
して，大都市と所属府県との「平行的財政現象」を指摘した。第1に繰越金
から歳計状況をみると，大都市が年々「歳入欠陥を招くが如き溶融たる財政
状態」であるのに対して「府県は財心的に極めて恵まれたる状態に在り，
年々多額の剰余金を剰」している。第2に自然増収の使途をみても，府県に
おいては「殆ど之を剰余財源として任意の新規事業に充当し得る」のに対し
て都市においては「先づ従来の歳入欠陥の補填に充当するか，或いは義務的
経費の増加に引き当てなければならない」ほど財政は逼迫している。第3
に，公債償還財源中税充当額をみると府県は「元利償還財源として一般に税
収入の二割内外を充当すれば足る」のに対し，都市においては「其の四割六
分迄も之に充当しなければならない」ほどであり，大都市財政の弾力性は府
県財政に比べて「甚だしく薄弱」である。第4に課税の方面からみると，東
京，大阪両面は「制限内の課税を以て足り，而かも其の財政は頗る余裕あ
る」にもかかわらず，「東京，大阪其他の大都市がいずれも制限外課税を賦課
して以て財源の調達に腐心」している。
　このような財政分析にもとづいて，『特市理由書』は，府県からの財政的独
立を主張する。すなわち「（■）現行税制上大都市の有する課税権に府県の有す
る課税権を併せ付与すること，（・）賦金に関する権限を市長に付与すること，
（・9従来府県の載せし，起債権は之を大都市に付与すること，（二）従来府県に交
付し来れる国庫よりの下渡金，補助金等は引き続き之を大都市に交付するこ
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と，（ホ）従来府県に配付し来れる国費予算の配付は引き続き，之を大都市に配
付すること」。そして『特市理由書』は，「破行的財政現象」は，地方財政調
整制度のような「単なる一面的調整に依って打開」できず，それを解決する
には「二重行政制度における府県と大都市の併立，事業の重複を統制して経
費の合理化」をはかる以外にないと結んでいる。特別市制の制定は「二重行
政」による経費の重複を省くと共に，六大都市から徴収する府県税を六大都
市地域以外には配分しないで，六大都市の税とするという側面，すなわち三
部経済制の事実上の復活という意義をもつに至ったのである。
　しかし，大都市に比較的集中している資産への課税を強化して，それを一
旦国税として徴収した上で，戸数割をはじめとする農村負担の軽減をはかる
という馬場・潮税制改革案は，特別市制運動に深刻な影響をあたえないわけ
にはいかなかった。六大都市の市税は，改革によって6，460万円減少するが，
それは市税収入総額の実に52．8％に上り，農村財政の割合より遥かに高い。
その影響は，主に家屋税の国税移管と所得税付加税の廃止に負うところが大
きい。両頭の市税減収額にしめる比重は7～8割に及ぶ。市税の減収分は，
一方では地租・家屋税の還付によって直接的に，他方では小学校教員俸給の
府県費移管によって間接的に補填されるが，差引き1，546万円の不足を生じ
る。国税営業収益税の税源は大都市に集中する性質をもち，かつ総額は差引
不足額を上回るが，財政力に逆比例的に配分されるので，大都市に還流する
額は多くない。これらの影響は六大都市にほぼ共通して看取できる。馬場税
制改革案によって大都市が蒙る財政的打撃は致命的なものであり，『特別市
制実施要望理由書』が指摘した「血行的財政現象」を改善するのはおろか，
益々悪化させることは必至であった。馬場・潮税制改革案において大都市財
政はその主要負担者の役割を割振られたのである。
　広田内閣の馬場・潮税制改革案に直面して，六大都市は及び「自治ノ本義
二惇ラザル」都制特別市制の「両者一括促進」という道を選択した。それは
「暫定的都長官選」＋「都制から五大都市へ」という従来の構想に比べて成
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算に乏しく，かつ特別市制実現の恩恵を帳消しにしかねない抜本的税制改革
案との対峙を伴う険しい道でもあった。
　広田内閣の税制改革案と並んで，内務省地方局は1936（昭和11）年！0月5
日，都制案要綱として「東京都制案（第1案）」及び「東京都制案（第2
案）」の2つの試案を並列して新聞紙上に発表した。第1案は，第64議会に内
務省が提案した東京都制案を骨子としつつ，なお東京市政行政監察を踏まえ
て，市政刷新のためには議決機関の改善が急務であるとの判断にもとづいた
試案であった。その骨子は（1）都の区域は現在の東京府の区域に依る，（2）都に
長官を置き官吏を以て充てる，（3）都会議員の定数は市会議員の半数，任期は
市会議員の任期より短縮する，（4）区は法人とし事務範囲は現行通り，区長は
都長の任免に依る，というものである。官選都心という非常手段のみに訴え
て執行機関の独立性を保全しようとした第64議会の政府案が余りに性急で
あったことを反省し，議員の素質向上はかり議決機関を改善することにも留
意したのが，第1案の直隠といえよう。
　第2案は従来の成案にとらわれずに，府市並存の不合理是正に力点を置
き，現在の東京市の区域のみに都制を施行せんとするものであった。その骨
子は（1）都の区域は現在の東京市の区域に依る，（2）都長は政府任命の鈴衡委員
の推薦候補者より都会が選挙する，（3）都会議員の定数は市会議員の半数と
し，内務大臣任命の選任議員を加える，（4）都は府の経済に分賦金を納付す
る，（5）区は行政区とし，区長は都長が任免する，という庵のである。時事通
信社記者近藤操が批判したように，都長に公選的色彩を加え，都会に任命議
員をいれる形式は，表面上官選止長でも官選都議でもないけれども，執行機
関と意思機関を選ぶ油点委員が，事実上東京都を支配することは自明であっ
た。
　その後，戦時状態が長期にわたることが予想され，それに応じるように地
方制度を根本的に再編成することの必要性が次第に増大したので，太平洋戦
争開始の後，！942（昭和17）年の第79議会において，東条内閣は次の議会に
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東京都制案，市制，町村制改正案を提出することを言明した。そして翌
1943年の第81議会で，東京都制案は原案通り成立，同年10月1日から施行さ
れたのである。東京都制の骨子は，以下の通りであった。（1）都の区域は従来
の東京語の区域によること（都制第2条）。（2）府県に準じて，都議会を置き，
その定員は100人とし，権限は制限列挙主義にもとつくこと（10条以下）。（3）
都の首長は都長官とし（94条），身分は官吏であり，親任官であること（東京
都宮制，1条）。④都長官の補助職員については，幹部職員は官吏，その他は
吏員とする併用主義を採ること（103条）。（5）旧市域には自治体として独立の
法人格を有する区を置くが，その人格は財産及び営造物に関する事務ならび
に都条例に定める区に属する事務の範囲に局限すること（140条）。
　都制は東京の「帝都」という特殊性に着目して設けられた特殊な制度であ
るが，東京はさらに大都市であるという点で他の多くの大都市と共通な特色
をもつ。したがって，特別市制の問題は当然にも東京を眼中に置いて論じら
れてきた。しかし，内務省は東京を他の5大山とならべて特殊制度を考慮す
るという方針をとらず，まず東京の帝都としての特殊性に着目して都制を実
施したうえで，他の5大市に及ぶという姿勢をとってきた。したがって，形
式的にいえぽ，東京以外の大都市に関する特別市制問題は今回の都制によっ
ては解決されず，あげて戦後に残されたわけである。しかし都制の誕生に
よって，6大市の特別市制運動は東京をのぞく5愚痴のそれになり，運動の
力量の決定的な低下を招いたことは想像に難くない。そのいみでは，6大都
市の特別市制運動に事実上の終止符をうつこと，そこに東京都制成立の歴史
的意義があったと見るべきであろう。それは，地方分与税制度とあいまっ
て，都市を主要負担者とし，農村を受益者とする財政調整制度を生み出すた
めに不可欠な階梯だった。
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　1943年東京都制の成立によって，特別市制運動は東京を除く5大都市のも
のとなったが，地方制度調査会の答申にもとづいて，1947年に制定された地
方自治法は第3編首！章第1節に，戦前以来の大都市の宿願であった特別市
に関する規定を置いた。それによれば，人口50万以上の市を特別市として別
に法律で指定し（地方自治法第265条第2項），これらの特別市は府県から独
立し（第265条第1項），府県と市に属する事務をあわせもつ（第264条）とさ
れた。ところで，特別市制度は法制化されたが，これを5大藩に適用するに
ej　，第1に特定の市を特別市に指定する法律を制定すること，第2にその法
律が憲法第95条の特別法に該当するので住民投票にふすことが必要になっ
た。特別市を指定する法律については，地方自治法可決に際して，衆議院で
「次の国会で提出すること」との付帯決議があり，また住民投票の範囲につ
いては政府から当該特別市の住民の投票によるとの解釈が明らかにされたこ
とから，新憲法下での第1回国会における特別市の実現は必至の情勢となっ
た。
　しかし，問題の重大性に覚醒した5大府県側の強い反対運動は，まず
GHQを動かし，ついで政府を動かし，ついに1947年7月26日政府は住民投
票の範囲を市民投票にするという従来の解釈を変更して，府県民投票にする
という閣議決定を行った。戦災によって人口の半減していた大都市は，京都
市をのぞいて，市の人口は当該府県の残存部より，いちじるしく少ないた
め，この解釈変更は特別市制実現の死命を制するものであった。衆議院の治
安及び地方制度委員会は，政府の解釈変更を不満とし，市民投票によること
を明記した指定法案の準備をすすめたが，GHQの承認を得ることはできな
かった。同年12月，地方自治法の一部改正で「特別市の指定に関する法律
は，第261条，第262条の規定により都道府県の選挙民の賛否の投票に付さな
ければならない」（第265条第6項）が規定されて，特別市制実現は事実上は
一295一
622
不可能となった。
　シャウプ勧告の行政事務再配分に関する，いわゆる3原則（行政責任明確
化，効率化，市町村優先）を具体化するために，神戸正雄を議長とする地方
行政調査委員会議が活動を開始するや．特別市実現の夢を絶たれた5大壷
は，その調査結果に期待を託し，運動を再開した。しかし，1951年9月の第
二次勧告は，行政事務再配分の特例によって，戦前以来の歴史をもち，地方
自治法第3編第1章に根拠をもつ特別市に，最終的な決着をつけるべしと提
案した。この勧告に失望した大都市は，当然にも本格的な運動を再開した。
もっとも5大市が，このような方向をとったのは，勧告の内容もさることな
がら，シャウプ地方税制に起因する大都市財政の窮乏化からでもあった。た
しかに，シャウプ地方税制では府県税と市町村税が分離し，市町村優先の税
制改正が実現した。府県税であった地租，家屋税が固定資産税になって市町
村税に移り，住民税は市町村民税だけになった。府県税の主な税目は付加価
値税，入場税，遊興飲食税となった。しかし，この3税はすぐれて都市的性
格をもつ税であり弾力性もあるが，他方，市町村は住民税，固定資産税とい
う安定的な税目が中心となった。その結果，府県は都市から税を徴収するの
に，それを農村地域の施設に支出してしまい，都市にあまり還元しないとい
う戦前以来の問題点が一層浮かび上がり，大都市ほど府県に対する不満が強
くなった。
　勧告に失望した5大器は，1951年10月，全文230頁の「特別市制理由書」を
発表し，（1）二重行政の弊を避けるために大都市を府県から分離すべきであ
る，（2）府県税をはじめ府県の財源は，大都市の住民の負担にかかる部分が大
であるのに，それに比して府県がその行政上大都市のために支出する経費は
少ない率にとどまっている，（3）残存郡部は一府県としても，決して自立が不
可能ということはな：い，と主張した。これに対して，翌52年2月，5大府県
側は全文430頁の「特別市制反対理由書」を発表し，（1）地方行政調査委員会議
の行政事務再配分の勧告を完全に実施することによって，府県の行うべき行
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政，大都市の行うべき行政が戯然と分割されて，二重行政の弊は一掃され
る，（2）能力のあるものが多く負担するのは租税法上の原則であり，大都市が
その周辺郡部のために財源を負担するのは当然である，（3）残存郡部を一府県
とするが如きは，府県を分割して弱小県をつくることに他ならず，これは地
方公共団体の規模拡大という流れに逆行する，と全面的に反論した。両者の
攻防は1952年の第13国会で頂点に達したが，双方の提案とも審議未了で廃案
となった。
　1952年8月公布された地方制度調査会設置法にもとづき，総理府の付属機
関とレて設けられた地力制度調査会は，翌53年10月「地方制度の改革に関す
る答申」を行った。大都市に関する事項としては「さし当たって事務および
財源の配分により，大都市行政の運営の合理化を図るものとする」とし，お
おむね地方行政調査委員会議の線に沿って，大都市には府県の機能の一部委
譲と，府県知事の許認可権を整理をならべたにとどまった。この答申を基礎
にして，1956年6月地方自治法の一部を改正する法律：が公布され，特別市条
項が削除され，かわりに，いわゆる「指定都市制度」が発足した。これを契
機に，特別市制運動は消滅し，指定都市間では現実問題として，大都市税財
源の拡充がより切実な問題となり，制度より財源をという考えが支配的に
なっていく。換言すれば，都市は交付税制度の主要負担者として，地方財政
システムに安定的に組み込まれたのである。
　終戦直後においては，特別市制を主張する5大都市側の論点は，二重監
督，二重行政の弊害を取り除くことを主とするものであった。これに対して
府県側の反対論は，残存郡部の弱体化よりもむしろ，戦災復興，食糧危機を
理由とする時期尚早論に力点がおかれた。しかし，動かし難い岩盤のように
見なされた問題も，シャウプ勧告ならびに行政事務配分に関する勧告によっ
て，解決の機会が与えられたと見なされるようになった。戦前の，官選知事
下の東京を含めた6大都市の特別市制論が，二重行政の廃除を掲げ，府県か
らの独立を求めたのは，当時としては必然であった。しかし，官選知事制が
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廃止され，公選知事と公吏からなる府県制にかわり，かつ5大都市の運動に
かわった戦後は，大都市を囲む状況は大きく変わった。そうした状況下で
は，大都市の問題は，府県からの独立という角度からではなく，シャウプ勧
告の掲げた，行政事務の再配分という観点から大局的に検討されるべきもの
へと性格が変わったのである。
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